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中部臨空都市推進計画
 

はじ めに

２１世紀の現代社会において私たちは、 人・ も の・ 情報の交流がますます

盛んになる大交流時代を迎えよう と し ています。

愛知県では、 こ う し た時代の潮流を踏まえ、２００５年３ 月の開港を 目指し

て、中部国際空港の整備に力を入れており ますが、同時に、中部国際空港に

近接する地域の埋立造成事業にも 着手いたし まし た。 こ のたび、 こ の空港

近接部地域を「 中部臨空都市」 と 名付け、 まちづく り 展開のための基本的

な考え方を、 推進計画と し て取り まと めまし た。

中部国際空港の整備効果は、 都市基盤・ 産業・ リ ゾート などを始めと す

る幅広い分野で、 広域に及びます。 なかでも 、 愛知・ 中部の空と 世界の空

が直結するこ と によるイ ンパク ト は大き く 、 こ の地域に多様な国際交流が

生まれるこ と でし ょ う 。

「 中部臨空都市」 の整備は、 こ のよう な新し い環境・ 立地条件を最大限

に活かし て行う 、 次世代のまちづく り 事業です。 愛知県は、 こ のまちづく

り を 通じ て、 産業技術の中枢地域と し ての役割を一層高め、 世界の経済発

展に大き く 貢献すると と も に、 新し いラ イ フ スタ イ ルを 提案し 、 豊かでゆ

と り ある地域を実現するこ と を目指し てまいり ます。

こ う し た愛知県の新たなチャ レンジである 「 中部臨空都市」 についてご

理解を深めていただければ幸いです。

ビジネス、 観光、 レク リ エーショ ンなど生活のそれぞれのシーンで、「 中

部臨空都市」を活用し ていただけるよう 、皆様と と も にまちづく り を進めて

まいり ます。 どう ぞご協力をお願いいたし ます。

平成１４年９ 月　 　 　 　 　 　 　

愛知県知事　 神　 田　 真　 秋
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（ １ ） 中部臨空都市推進計画の性格

・ 　 空港島地域開発用地及び空港対岸部地域開

発用地埋立造成事業区域を「 中部臨空都市」

と 称する 。

・ 　 「 中部臨空都市」 の整備は、 新東京国際空

港と 関西国際空港と 並んで我が国の２４ 時間型

国際拠点空港と し て整備さ れる 中部国際空港

に隣接し 、 ある いは、 近接し た地区を 対象に

行われる 我が国有数の大規模なま ちづく り 事

業である 。

・ 　 中部国際空港が我が国を代表する 国際拠点

空港と し て、 発展し 成熟し ていく ためには、

地域と し て中部国際空港の円滑で効率的な運

用をサポート する と と も に、 空港がも たら す

イ ンパク ト を適切かつ最大限に活用する こ と

によ り 、 空港と 地域の共生を 図っ ていく こ と

が必要である 。

・ 　 「 中部臨空都市」 は、 空港がも たら すイ ン

パク ト を最大限に活かし た全国的・ 世界的な

都市拠点の形成を目指し う る 貴重な土地資源

であり 、 こ のま ちづく り にあたっ ては、 ロ ー

カ ルから グ ロ ーバルにおよ ぶ幅広い視点に

たって、 世界的レ ベルの先進的かつ本格的な

臨空都市を 指向し なければなら ない。

・ 　 こ の推進計画は、 そのよ う な観点にたっ て、

「 中部臨空都市」 を 展開さ せる ための基本的

な考え方を 掲げたも のである 。

・ なお、 具体のま ちづく り の実施指針と し て、

別に「 中部臨空都市ま ちづく り ガイ ド ラ イ ン 」

を 定める 。

 

（ ２ ） 基本目標

・ 　 中部臨空都市推進計画の性格で指摘し た観

点に立ち、 中部臨空都市は次の基本目標の達

成に向けて推進する 。

○世界レ ベルの先進的かつ本格的な国際臨空都

市の実現

○世界的視野に基づく 企業誘致と 中核プロ ジェ

ク ト によ る 次世代産業拠点の実現

○環境に配慮し た資源循環型のま ちの実現
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　 中部臨空都市の整備方向

推進計画の性格・ 基本目標



・ 　 ま ちづく り コ ン セプト は次に示す５ つの基

本方策によ っ て支えら れる 。

（ ア） 大交流時代の国際マーケッ ト ・ プレ ース

　 ～世界に開かれたアミ ュ ーズメ ン ト 型商業～

○世界と の交流人口を生み出す国際ス ケールの

マーケッ ト

○海外から の集客を 視野に入れた大規模集客事

業によ る 生き 生き と し たにぎわいの創出拠点

○中部圏の広域商圏から 集客でき る 商品流通の

業態革新

○伊勢湾の魚介など 自然の豊かさ を 享受でき る

にぎわい拠点空間

（ イ ） 次世代産業を 担う 革新技術の拠点

　 ～イ ノ バテッ ク ・ プレ ース～

　 　 　 ※イ ノ バテッ ク は、 イ ノ ベーショ ン （ 革

新） ＋テク ノ ロ ジー（ 技術） の造語

○ITS関連技術、 モバイ ルネッ ト ワ ーク 技術、

ク リ ーンエネルギー未来住宅など 次世代産業

技術の実用化と 普及を めざす拠点

○世界の人々が近未来技術を体感でき る 技術交

流拠点

○未来のも のづく り 人材を養成する 国際教育研

修の場

（ ウ） 活力ある 国際ビジネス空間

○中核的施設や有力企業の誘致を契機と し て、

国際的なビ ジネス が創出・ 展開さ れる 場

○国際人を 養成する ための教育研修拠点

（ エ） 次世代エネルギーを 活かし たまちづく り

への挑戦

　 ～プロ ト ンアイ ラ ンズ構想の実現～

○次世代エネルギーによ る 環境調和型の先進的

なま ちづく り

○分散型ク リ ーン エネ ルギ ーによ る 省エネル

ギー都市の実現

○環境負荷の少な い新たな 都市・ 生活のあ り 方

の提案

○進出企業のエネルギーコ ス ト 低減への貢献

○国等のエネルギー関連プロ ジェ ク ト の誘致

（ オ） 先進的な国際航空貨物の総合物流拠点

○中部国際空港の貨物地区と 機能的に一体化し

た総合物流拠点

○伊勢湾、 三河湾と の連携を生かし たシー＆エ

アの総合物流拠点
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中部臨空都市

次世代の産業技術やラ イ フ スタ イ ルが創造・ 発信さ れるエアフ ロント ・ シティ  

中部臨空都市

～伊勢湾新拠点を めざし て～

　 ○次世代産業技術のグロ ーバル・ ゲート シティ

　 ○国際性のある にぎわいを備えた新たな生活を提案する ラ イ フ ス タ イ ル創造都市

　 ○次世代を担う 国際人を 育む都市

（ ３ ） まちづく り の基本方針

ア　 まちづく り コ ンセプト

・ 　 基本目標を 達成する ために、 次のま ちづく

り コ ン セプト のも と で推進する 。

まちづく り の基本方針



イ 　 先導・ 中核プロジェ ク ト

・ 　 中部臨空都市が目指すま ちを実現する ため

には、 ま ちづく り を 牽引し ていかれる だけの

イ ンパク ト を備えたプロ ジェ ク ト を戦略的に

導入する こ と が不可欠と なる 。

・ 　 中部国際空港の開港予定である２００５ 年３ 月

ま でに進出が具体化する 創設期の牽引プロ

ジェ ク ト を 先導プロ ジェ ク ト 、 ま た、 段階整

備の二期目に当たる 展開期の牽引プロ ジェ ク

ト を中核プロ ジェ ク ト と し て位置付け、 図表

１ －１ のプロ ジェ ク ト 候補を 掲げて、 その誘

致と 実現を 目指す。

ウ　 中部臨空都市が発信するメ ッ セージ

○地域に向けて――国内外と の交流を通し て知

多半島の人・ 自然・ 文化を再発見でき る ま ち。

個性と 活力ある 未来の知多半島がこ こ から 生

ま れる 。

○中部圏に向けて――環伊勢湾の自然やも のづ

く り を 体験でき る 新世紀の非日常的な交流拠

点。 ビ ジネス ス ト ーリ ーと エンタ ーテイ メ ン

ト あふれる 、 最も 新し い個性派ベイ エリ ア。

○世界に向けて――伝統と 先進技術が集ま る も

のづく り の国の空と 海の玄関口。 目を 見張る

次世代の産業と ラ イ フ ス タ イ ルが創造・ 発信

さ れ、 地域と 世界が直結する ゲート ウ ェ イ 。

 

エ　 人口フ レーム

・ 　 ２０２５ 年の計画フ レ ーム を以下のよ う に設定

する 。

○　 事業面積　 空港島　 　 　 約１０７ ha

　 　 　 　 　 　 　 空港対岸部　 約１２３ ha

　 　 　 　 　 　 　 合計    　 　 　 約２３０ ha

○　 就業人口　 　 　 　 　 約１ 万７ 千人

○　 夜間人口（ ＝常住人口＋宿泊滞在人口）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 約２ 千人

○　 交流人口　 　 　 　 　 　 約１ 千万人／年間

オ　 段階的整備

・ 　 大規模なま ちづく り 事業は、 先行する 類似

事例を 見ても 事業期間に長期を要する こ と が

一般的である 。 本事業においては期間を３ 期

に分けた段階整備によ っ て実現し ていく 。

（ ア） 創設期： 借地方式、 暫定利用を含めて土

地の利用を 優先

　 　 　 　 　 　 　 空港開港時に先導的施設の開業

を めざす。

（ イ ） 展開期： 中核的施設の開業を めざす。

（ ウ ） 熟成期： ま ちづく り の熟成を めざす。

 

44 まちづく り の基本方針
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 図表 １ －１ 　 先導・ 中核プロ ジェ ク ト の例

１ 　 大交流時代の国際マーケッ ト ・ プレース
　 　 　 　 　 ～世界に開かれたアミ ュ ーズメ ント 型商業～

（ ア） アウト レ ッ ト ・ モール（ アミ ュ ーズメ ン ト 性のある 非日常型大規模商業施設）
（ イ ） ダイ レク ト ・ マート （ 空港隣接型の輸入品直販施設）
（ ウ） フ ィ ッ シャ ーマン ズ・ ワーフ （ 海鮮食品の量販と 飲食施設）

２ 　 次世代産業を担う 革新技術の拠点
　 　 　 　 　 ～イ ノ バテッ ク ・ プレ ース～

（ ア） も のづく り 人材の国際養成機関（ 国際も のづく り 大学等）
（ イ ） 次世代モビリ ティ （ 移動） システム体験パーク （ ワールド ・ カ ー・ ショ ーケース等）
（ ウ） ITS関連の国際推進機構（ ITSアジアセン タ ー等）
（ エ） ク リ ーン エネルギー未来住宅体験パーク

３ 　 活力ある国際ビ ジネス空間

（ ア） 国際人教育研修拠点（ 大学等）
（ イ ） コンベンション・ ビジネスセンター（ ホテルと一体的に利用できる国際的なビジネス拠点）
（ ウ） 職住近接・ 一体型のベンチャ ー業務施設（ SOHO等）

４ 　 次世代エネルギーを 活かし たまち づく り への挑戦
　 　 　 　 　 ～プロト ンアイ ラ ンズ構想の実現～

（ ア） 次世代エネルギーに関する 国際的な研究機関
（ イ ） 水素等次世代エネルギー供給拠点

５ 　 先進的な国際航空貨物の総合物流拠点

　 国際航空貨物総合物流拠点（ 空港貨物地区と 機能的に一体化）

図表 １ －２ 　 事業スケジュ ール

２００６年度以降２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度年度

段階整備

部分竣功
埋立造成

基盤整備

戦略立案

土地処分

企業誘致

創設期（ ２００３～２００７年度）

　 中部国際空港開港

 ◎

◆先導的施設開業

企業誘致活動

展開期（ ２００８～２０１２年度： 土地処分完了）

熟成期（ ２０13年度以降）

◆中核的施設開業

　（ 注） 本ス ケジュ ールは、 事業の進捗に応じ て見直さ れる こ と がある 。

まちづく り の基本方針



（ １ ） 基本方針

●歩き たく なるまちづく り 【 快適移動都市】

・ 　 歩行者を 重視し たま ちづく り と し 、 キャ ナ

ル、 人工海浜等の環境要素と 連携する かたち

で、 歩く プロ セス を 楽し める 、 魅力的で快適

な歩行者空間を 形成する 。

・ 　 鉄道、 道路等の交通結節点と 、 歩行者ネッ

ト ワ ーク を 有機的、 効果的に結びつけ、 マル

チモーダル（ 注）な都市づく り を進める 。

●風土になじ むまちづく り 【 地域共生都市】

・ 　 隣接する 既存市街地と の連携や連担を十分

に意識し た土地利用計画を図る 。

・ 　 焼物を活用し た街路舗装等、 地域資源と の

連携を 十分に図った空間形成に努める 。

・ 　 地域の風土のなかに溶け込む緑豊かなま ち

づく り を行う 。

●眺めを楽し むまちづく り【 景観ネッ ト ワーク 都市】

・ 　 伊勢湾、 空港島、 連絡橋等の魅力的な景観

要素を 最大限に活用し 、 歩行プロ セス の中で

景観の変化を楽し める 空間構成を めざす。

・ 　 公園・ 緑地、 緑道等、 公共空間の ネ ッ ト

ワ ーク はも ちろ ん、 各区画内の沿道緑地も 有

機的に活用し 、 緑のネッ ト ワ ーク を形成する 。

・ 　 キャ ナルおよ び人工海浜を 基軸、 拠点と し

つつ、 水のネッ ト ワ ーク を形成する 。

●未来が見えるまちづく り【 先端デザイ ン 都市】

・ 　 公共空間や都市施設等に、 新時代に対応し

た都市デザイ ン 、 社会シス テムデザイ ンを 積

極的に取込みを 誘導する 。（ デジ タ ル広告シ

ス テム や燃料電池・ 太陽光発電等ク リ ーン エ

ネルギーシス テムを 活用し た空間設計、 ユニ

バーサルデザイ ンの交通施設等）。

（ ２ ） 土地利用計画

ア　 ゾーニング

（ ア） 空港島

●港湾交流ゾーン

・ 　 空港タ ーミ ナルにアメ ニティ を 提供する 親

水性の高い賑い空間を形成する 。

●総合物流ゾーン

・ 　 空港貨物地区と の隣接性を 生かし 、 Ｉ Ｔ Ｓ

など 情報通信技術を 活用し た陸海空の総合物

流拠点や、 物流機能と 連携し た製造・ 加工機

能を導入する 。

●臨空生産ゾーン

・ 　 航空宇宙産業等、 臨空性の高い生産加工機

能を導入する 。

（ イ ） 空港対岸部

●港湾ゾーン

・ 　 流通機能導入と と も に臨海性を 活かし た空

間を形成する 。

●中央ゾーン

・ 　 空港対岸部の中心と なり 、 賑わいを 創出す

る 商業業務機能を 導入する 。

●生活文化ゾーン

・ 　 既存市街地と 共生する 生活・ 文化・ 流通機

能を導入する 。

●研究生産ゾーン

・ 　 先端的な技術に関する 研空開発・ 生産加工

機能を 導入する 。
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　 土地利用

基本方針・ 土地利用計画

（ 注） マルチモーダル

複数の交通機関を効果的に連携さ せて効率的で総合的な交

通体系を実現する こ と 。
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図表 ２ －１ 　 空港島ゾーニン グ設定

図表 ２ －２ 　 空港対岸部ゾーニング設定

土地利用計画



・ 　 上記のゾ ーニングを 踏ま え、 各ゾーンご と

に、 立地特性に対応し たいく つかの地区を 設

定する 。

 

・ 　 なお、 空港島の３ ゾーンおよ び空港対岸部

港湾ゾ ーン については、 各ゾ ーン １ 地区の設

定と する 。
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 図表 ２ －３ 　 空港対岸部地区区分

土地利用計画
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 図表 ２ －４ 　 ゾーニング及び地区設定

整備方針地区ゾーン

空港島エリ アのシンボル的な地区と し て、 商業・ 業務、 文

化・ レ ク リ エーショ ン、 宿泊滞在等の基本機能を 導入する。
港湾交流地区港湾交流ゾーン

空
港
島

空港貨物タ ーミ ナルと 一体的な機能配置により 、 配送、 仕

分け、 保管、 流通加工、 展示・ 取引等の総合的な国際物流

機能の他、 空港支援型の製造・ サービス機能（ ク リ ーニン

グ、 機内食、 関連機材補修等） を導入する。

総合物流地区総合物流ゾーン

航空宇宙産業、 ハイ テク 部品等の空輸型製造拠点を 整備

する。
臨空生産地区臨空生産ゾーン

陸・ 海・ 空の結節点と いう 立地条件を活かし た知多地域、

西三河南地域の集配拠点の他、 内貿を 中心と する 物流拠

点等を 整備する。

また、 流通施設への近接性を活かし た物販施設、 レジャ ー

施設等の立地も 視野に入れる。

港湾地区港湾ゾーン

空
港
対
岸
部

空港対岸部エリ アのシンボル的な地区と し て、 商業・ 業務、

文化・ レク リ エーショ ン、 宿泊滞在等、 街の賑わいを 創出

する複合的な都市機能を 導入する。

大規模商業地区

中央ゾーン
国際交流都市の中枢にふさ わし い国際業務、 情報サービ

ス、 宿泊滞在等、 複合的な都市サービス機能を導入する。
複合ビジネス地区Ａ

空港を 活かし た グロ ーバルな 視点を 持っ た 事業所のオ

フ ィ ス、 研究・ 開発機能を 導入し 、 都心では確保でき ない、

緑豊かなビジネス環境を 提供する。

複合ビジネス地区Ｂ

グロ ーバルな活動を めざ すベン チャ ー等の事業者に対応

し た職住近接・ 一体型の新し いビジネススタ イ ルを提案す

る業務地区と し て整備する。

職住複合地区

生活文化ゾーン

中部国際空港の物流機能を 支援補完する 施設の他、 陸・

海・ 空の結節点と いう 立地条件を 活かし た知多地域、 西三

河南地域の集配拠点、 保管拠点等を 整備する。

また、 交通アク セスのよさ を活かし 、 ロード サイ ド 型店舗

等の誘致も 視野に入れる。

商業・ 流通地区Ａ

既存市街地と の接続地点と なる 交通量の多い特性を 活か

し 、 既存市街地住民の生活向上にも 寄与するロ ード サイ

ド 型の商業・ サービス機能を 導入する。

商業・ 流通地区Ｂ

国際分業体制にある ハイ テク 部品等の空輸型製造拠点を

整備する。 また、 次世代エネルギー、 医療工学等新産業に

関する研究開発機能を 導入する。

研究・ 生産地区Ａ
研究生産ゾーン

国際的な企業活動や研究開発機能を 導入する。研究・ 生産地区Ｂ

土地利用計画



イ 　 用途・ 容積

（ ア） 空港島

・ 　 商業地域及び準工業地域を 予定する 。

（ イ ） 空港対岸部

・ 　 商業地域及び準工業地域を 予定する 。
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備考容積率／建ぺい率用途地域

５００／８０商業地域

３００／６０ 準工業地域

備考容積率／建ぺい率用途地域

５００／８０商業地域

３００／６０ 準工業地域

図表 ２ －５ 　 用途・ 容積設定（ 空港島）

土地利用計画



（ ３ ） 交通ネッ ト ワーク

ア　 基本方針

（ ア） 主要交通ネッ ト ワーク 構成

・ 　 鉄道、 道路を有機的に結節さ せる 。 ま た、

歩行者空間を 最大限に尊重し た構成と する 。

・ 　 空港対岸部については十字＆ループの明快

な幹線道路構成と し 、 空港島は空港タ ーミ ナ

ル、 海上アク セス タ ーミ ナルを中心と し た構

成と する 。

（ イ ） 歩行者ネッ ト ワーク 構成

・ 　 歩行者ネッ ト ワ ーク については、 公共交通

ネッ ト ワ ーク と の効果的な連携を 図り つつ、

水と 緑のネッ ト ワ ーク と 有機的に絡み合う 構

成と する 。

 

（ ウ） 駅前広場

・ 　 駅前広場については、 駅周辺の土地利用と

連携し つつ、 駅の南北に設置を行う 。 駅の北

側は主に公共交通機関、 南側は一般送迎と 、

機能分担を図る 。
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交通ネッ ト ワーク

図表 ２ －６ 　 用途・ 容積設定（ 空港対岸部）
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図表 ２ －７ 　 主要交通ネッ ト ワーク （ 空港島）

 図表 ２ －８ 　 主要交通ネッ ト ワーク （ 空港対岸部）

交通ネッ ト ワーク
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図表 ２ －９ 　 歩行者ネッ ト ワーク （ 空港島）

図表 ２ －１０　 歩行者ネッ ト ワーク （ 空港対岸部）

交通ネッ ト ワーク
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図表 ２ －１１　 駅前広場イ メ ージ（ 北側）

図表 ２ －１２　 駅前広場イ メ ージ（ 南側）

交通ネッ ト ワーク
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図表 ２ －１３　 土地利用イ メ ージ（ 全体）

交通ネッ ト ワーク
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図表 ２ －１４　 土地利用イ メ ージ（ 空港島）

図表 ２ －１５　 土地利用イ メ ージ（ 空港対岸部）

交通ネッ ト ワーク



（ ４ ） ゾーン別計画

ア　 空港島　 港湾交流ゾーン【 港湾交流

地区】

・ 　 空港島エリ アのシン ボル的な地区と し て、

商業・ 業務、 文化・ レ ク リ エーショ ン、 宿泊

滞在等の基本機能を導入する 。

・ 　 水面を取り 囲むよ う 施設や街路、 緑地等を

配置し 、 一体感と 賑わいのある 空間形成を図

る 。

・ 　 導入施設例

　 ●商業施設

　 ●ダイ レ ク ト ・ マート

　 ●空港関連サービ ス

　 ●ホテル　

　 ●海上アク セス タ ーミ ナル　 等
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図表 ２ －１６

港湾交流地区の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約７ ha地区面積

５００／８０
容積率／建ぺい率

３００／６０

 図表 ２ －１７　 港湾交流地区のイ メ ージ

ゾーン別計画



イ 　 空港島　 総合物流ゾーン【 総合物流

地区】

・ 　 空港貨物タ ーミ ナルと 一体的な機能配置に

よ り 、 配送、 仕分け、 保管、 流通加工、 展示・

取引等の総合的な国際物流機能の他、 空港支

援型の製造・ サービ ス 機能（ ク リ ーニング、

機内食、 関連機材補修等） を 導入する 。

・ 　 空港貨物タ ーミ ナルと の円滑な交通の確保

を 図る 。 ま た、 空港対岸部と の眺望の呼応を

意識し 、 海岸部に親水性の高い緑地を 配置し 、

一体的な景観形成を 図る 。

・ 　 導入施設例

　 ●フ ォ ワ ーダー施設用地

　 ●流通加工施設

　 ●倉庫

　 ●ト ラ ッ ク タ ーミ ナル

　 ●ク リ ーニング施設

　 ●ケータ リ ング施設　 等
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図表 ２ －１９　 総合物流地区のイ メ ージ

図表 ２ －１８

総合物流地区の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約３２ha地区面積

３００／６０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



ウ　 空港島　 臨空生産ゾーン【 臨空生産

地区】

・ 　 航空宇宙産業、 ハイ テク 部品等の空輸型製

造拠点を整備する 。

・ 　 空港エリ アと の円滑な交通の確保を図る 。

・ 　 導入施設例

　 ●航空宇宙産業関連

　 ●空輸型工業　 等
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図表 ２ －２０

臨空生産地区の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約２９ha地区面積

３００／６０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



エ　 空港対岸部　 港湾ゾーン【 港湾地区】

・ 　 陸・ 海・ 空の結節点と いう 立地条件を活か

し た知多地域、 西三河南地域の集配拠点の他、

内貿を 中心と する 物流拠点等を整備する 。

　 ま た、 フ ェ リ ータ ーミ ナルなど の港湾施設や

流通施設への近接性を活かし た物販施設、 レ

ジャ ー施設等の立地も 視野に入れる 。

・ 　 流通施設の機能を 最大限発揮さ せる ため、

道路と 敷地と の円滑なアク セス を 確保する 。

　 ま た、 港湾への近接や空港島と の眺望の呼応

等に配慮し 、 親水性を活かし た空間形成を 図

る と と も に、 周辺の街並み景観に配慮する 。

・ 　 導入施設例

　 ●上屋

　 ●倉庫

　 ●冷蔵・ 冷凍倉庫

　 ●ト ラ ッ ク タ ーミ ナル

　 ●フ ィ ッ シャ ーマン ズワ ーフ

　 ●マリ ーナ

　 ●フ ェ リ ータ ーミ ナル　 等
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図表 ２ －２２　 港湾地区の親水空間のイ メ ージ

図表 ２ －２１

港湾地区の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約１３ha地区面積

３００／６０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



オ　 空港対岸部　 中央ゾーン【 大規模商

業地区】

・ 　 空港対岸部エリ アのシンボル的な地区と し

て、 商業・ 業務、 文化・ レ ク リ エーショ ン、

宿泊滞在等、 ま ちの賑わいを 創出する 複合的

な都市機能を 導入する 。

・ 　 キャ ナル、 駅前広場、 シン ボル道路等、 主

要な都市構成要素を活かし 、 大規模区画によ

る 一体的な空間形成を 図る 。

　 通過交通について、 外周道路側に円滑に誘導

する こ と によ り 、 歩行者重視の街並み形成を

行う 。

・ 　 導入施設例

　 ●大規模商業施設

　 ●専門店

　 ●宿泊滞在施設

　 ●文化・ レ ク リ エーショ ン施設　 等
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中部臨空都市

図表 ２ －２４　 大規模商業地区のイ メ ージ

図表 ２ －２３

大規模商業地区の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約８ ha地区面積

５００／８０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



カ 　 空港対岸部　 中央ゾーン【 複合ビ ジ

ネス地区Ａ 】

・ 　 国際交流都市の中枢にふさ わし い国際業務、

情報サービ ス 、 宿泊滞在等、 複合的な 都市

サービ ス 機能を 導入する 。

・ 　 鉄道駅への近接性や海への眺望を活かし 、

中層かつ高密度の空間形成を 図る 。

・ 　 導入施設例

　 ●事務所

　 ●ビ ジネス サポート 施設

　 ●ホテル

　 ●研修施設

　 ●商業施設

　 ●公共施設　 等
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図表 ２ －２６　 複合ビ ジネス地区Ａ のイ メ ージ（ 駅前広場と キャ ナル）

図表 ２ －２５

複合ビ ジネス地区Ａ の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約５ ha地区面積

５００／８０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



キ　 空港対岸部　 中央ゾーン【 複合ビ ジ

ネス地区Ｂ 】

・ 　 空港を生かし たグロ ーバルな視点を持った

事業所のオフ ィ ス 、 研究・ 開発機能を導入し 、

都心では確保でき ない、 緑豊かなビ ジネス 環

境を提供する 。

・ 　 敷地内緑化等を 図る こ と によ り 、 緑豊かで

ゆと り のある 空間を形成する 。

　 ま た海岸やキャ ナルに沿った地区については、

親水性や眺望を活かし た空間形成を 図る 。

・ 　 導入施設例

　 ●事務所

　 ●研究・ 開発施設

　 ●ホテル

　 ●レ ク リ エーショ ン施設

　 ●交流施設

　 ●展示・ 会議施設

　 ●研修・ 滞在施設

　 ●商業施設　 等

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 

 

23

中部臨空都市

図表 ２ －２８　 複合ビジネス地区Ｂ のイ メ ージ（ 活力ある国際ビジネス空間）

図表 ２ －２７

複合ビ ジネス地区Ｂ の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約１５ha地区面積

５００／８０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



ク 　 空港対岸部　 生活文化ゾ ーン【 職住

複合地区】

・ 　 グロ ーバルな活動を めざすベン チャ ー等の

事業者に対応し た職住近接・ 一体型の新し い

ビ ジネス ス タ イ ルを 提案する 業務地区と し て

整備する 。

・ 　 比較的小規模な施設を集積する こ と によ り 、

ヒ ュ ーマン ス ケールの街並み形成を図る 。

　 キャ ナルと の一体的な整備を 図る と と も に、

市街地から 人工海浜に向かう 快適な歩行者空

間を形成する 。

 

・ 　 導入施設例

　 ●職住一体型オフ ィ ス

　 ●サテラ イ ト オフ ィ ス

　 ●工房

　 ●寄宿舎　 等
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図表 ２ －２９

職住複合地区の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約９ ha地区面積

５００／８０容積率／建ぺい率

ケ　 空港対岸部　 生活文化ゾーン【 商業・

流通地区Ａ 】

・ 　 中部国際空港の物流機能を 支援補完する 施

設の他、 陸・ 海・ 空の結節点と いう 立地条件

を 活かし た知多地域、 西三河南地域の集配拠

点、 保管拠点等を整備する 。

　 ま た、 交通アク セス のよ さ を 活かし 、 ロ ード

サイ ド 型店舗等の誘致も 視野に入れる 。

・ 　 市街地から 人工海浜に向かう 軸上にある こ

と を最大限に意識し 、 都市計画道路北条向山

線を軸と し た空間形成を 図る 。

　 交通体系と し ても 都市計画道路北条向山線か

ら のアク セス を 確保する 。

 

・ 　 導入施設例

　 ●ト ラ ッ ク タ ーミ ナル

　 ●倉庫

　 ●ロ ード サイ ド 型店舗　 等

図表 ２ －３０

商業流通地区Ａ の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約６ ha地区面積

３００／６０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



コ 　 空港対岸部　 生活文化ゾーン【 商業・

流通地区Ｂ 】

・ 　 既存市街地と の接続地点と なる 交通量の多

い特性を活かし 、 既存市街地住民の生活向上

にも 寄与する ロ ード サイ ド 型の商業・ サービ

ス 機能を導入する 。

・ 　 既存市街地から の街並みの連続性を確保し 、

良好な景観形成を 図る 。 ま た、 都市計画道路

北条向山線から のアク セス 性を確保する 。

 

・ 　 導入施設例

　 ●ロ ード サイ ド 店舗（ 飲食、 物販）

　 ●ショ ールーム

　 ●ガソ リ ンス タ ン ド 　 等
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中部臨空都市

図表 ２ －３１

商業流通地区Ｂ の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約２ ha地区面積

５００／８０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



サ　 空港対岸部　 研究・ 生産ゾ ーン【 研

究・ 生産地区Ａ 】

・ 　 国際分業体制にある ハイ テク 部品等の空輸

型製造拠点を整備する 。 ま た、 次世代エネル

ギー、 医療工学等新産業に関する 研究開発機

能を導入する 。

・ 　 大規模区画によ る 構成と する 。 ま た、 沿道

景観に配慮し 、 道路境界部分には緑地帯を 確

保する よ う 努める 。

・ 　 導入施設例

　 ●大規模工場

　 ●大規模研究施設

　 ●新技術実証実験施設

　 ●ト ラ ッ ク タ ーミ ナル

　 ●倉庫　 等
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図表 ２ －３３　 研究生産地区Ａ のイ メ ージ（ 新技術研究開発地区）

図表 ２ －３２

研究・ 生産地区Ａ の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約１０ha地区面積

３００／６０容積率／建ぺい率

ゾーン別計画



シ　 空港対岸部　 研究・ 生産ゾ ーン【 研

究・ 生産地区Ｂ 】

・ 　 国際的な企業活動や研究開発機能を導入す

る 。

・ 　 中小規模の区画によ る 構成と する 。 ま た、

沿道景観に配慮し 、 道路境界部分には緑地帯

を 確保する よ う 努める 。

 

・ 　 導入施設例

　 ●研究施設

　 ●中小工場

　 ●教育施設　 等
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中部臨空都市

図表 ２ －３４

研究・ 生産地区Ｂ の地区面積及び容積率・ 建ぺい率

約６ ha地区面積

３００／６０容積率／建ぺい率

図表 ２ －３５　 各ゾーン・ 地区における 導入機能と 主要導入施設例

主要導入施設例導入機能地区ゾーン
区

分

◎複合商業施設
○海上アク セスタ ーミ ナル
○エアポート ホテル

商業・ 業務
文化・ レ ク リ エーショ ン
宿泊滞在　 等

港湾交流地区港湾交流ゾ ーン

空
港
島

○流通加工施設国際物流
空港支援型製造・ サービス　 等

総合物流地区総合物流ゾ ーン

○製造施設航空宇宙産業関連
空輸型製造　 等

臨空生産地区臨空生産ゾ ーン

○総合配送センタ ー
○倉庫
○フ ェ リ ータ ーミ ナル
○フ ィ ッ シャ ーマン ズワーフ

物流物販　 等港湾地区港湾ゾーン

空
港
対
岸
部

◎大規模商業施設
○文化・ レク リ エーショ ン施設

商業・ 業務
宿泊滞在
文化・ レ ク リ エーショ ン　 等

大規模商業地区中央ゾーン

○複合商業・ 業務ビ ル
○ビ ジネスホテル

国際業務
都市型サービス
宿泊滞在
研修
商業
公共　 等

複合ビジネス地区Ａ

◎都市型リ ゾート ホテル
◎国際人材研修セン タ ー
○企業事業所・ 研究所
○展示・ 会議施設

事務所
研究・ 開発
レ ク リ エーショ ン
交流
展示・ 会議
研修　 等

複合ビジネス地区Ｂ

○職住一体型オフ ィ ス
○従業員住宅

職住一体型オフ ィ ス
サテラ イ ト オフ ィ ス
寄宿舎　 等

職住複合地区生活文化ゾ ーン

○商業施設
○中型ロード サイ ド 店舗

物流
ロード サイ ド 型商業　 等

商業・ 流通地区Ａ

○小型ロード サイ ド 店舗ロード サイ ド 型商業　 等商業・ 流通地区Ｂ

◎新技術実証実験施設
○大規模生産・ 研究施設
○流通施設

大規模製造
大規模研究
新技術実証実験
物流　 等

研究・ 生産地区Ａ研究生産ゾ ーン

○小規模生産・ 研究施設研究
教育
製造　 等

研究・ 生産地区Ｂ

注） ◎は先導・ 中核施設

（ ５ ） 導入機能
・ 　 各ゾ ーン に導入する 都市機能及び先導・ 中核的施設等の導入施設については下表の通り である 。

ゾーン別計画・ 導入機能



（ １ ） 基本方針

・ 　 中部臨空都市においては、 自然景観、 人工

景観の両者において、 さ ま ざま な独自の景観

要素が存在する 。 土地利用およ び施設整備に

あたっ ては、 こ れら の景観要素を 最大限に活

用し 、 豊かな都市環境と 景観の形成を 図る 。

 

（ ２ ） 水と 緑のネッ ト ワーク

・ 　 水と 緑のネッ ト ワ ーク について、 親水空間

及び公園・ 緑地等を 、 歩行者ネッ ト ワ ーク と

連動し て整備する こ と によ り 、 う る おいのあ

る 快適な街並み景観の形成を 図る 。

ア　 公園・ 緑地

・ 　 空港島、 空港対岸部と も に、 公園・ 緑地を

計画的に配置し 、 景観形成や既存市街地と の

緩衝等の役割を担わせる 。

・ 　 空港島においては、 特に空港対岸部と の眺

望の呼応に配慮し 、 北東の沿岸エリ アに重点

的に公園・ 緑地を 配置する 。

・ 　 空港対岸部においては、 沿岸地区全域に、

緑地を 配置する と と も に、 既存市街地と の境

界部分にも 緩衝地区と し て緑地を 配置する 。
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　 景観形成

 図表 ３ －１ 　 主要な景観要素

○伊勢湾
○知多半島丘陵地
○鈴鹿山脈

自然景観

○空港島及び空港タ ーミ ナル
○離発着する飛行機
○連絡橋
○洋上を 行き 来する船舶
○キャ ナル
○人工海浜
○公園・ 緑地

人工景観

図表 ３ －２ 　 景観イ メ ージ

基本方針・ 水と 緑のネッ ト ワーク



・ 　 さ ら に、 空港島及び空港対岸部の港湾及び

沿岸エリ ア、 人工海浜、 そし て、 常滑競艇場

から 前島駅前を経て連絡橋にいたる キャ ナル

を 骨格要素と し て、 水のネッ ト ワ ーク を 形成

する 。

　 　 こ れら によ って形成さ れる 水と 緑のネッ ト

ワ ーク に、 歩行者空間を有機的に連動さ せる

こ と によ り 、 う る おいのある 歩行者空間や都

市環境を形成する 。

イ 　 キャ ナル

・ 　 空港対岸部全体の魅力の 向上、 水と 緑の

ネッ ト ワ ーク の骨格形成によ る 都市環境の向

上、 人々が楽し く 散策でき 、 憩う こ と のでき

る 賑わい空間の形成のためキャ ナルを整備す

る 。

・ 　 キャ ナルについては、 都市基盤整備や土地

処分の状況に応じ て、 段階的に整備する こ と

も 視野に入れる 。

　 具体的には、 空間形成の骨格要素と し ての位

置づけの高い駅前広場周辺を 優先的に整備し 、

その他の水路部分は順次整備を行う 。

・ 　 なお、 常滑競艇場の導水機能については、

地下導水管等検討のう え整備を行う 。

 

ウ　 建築物等

・ 　 中部臨空都市における 良好な都市環境及び

都市景観を形成する ため、 土地利用を行う 事

業者によ る 事業の誘導方針を 表すも のと し て、

建築物等に関する「 ま ちづく り ガイ ド ラ イ ン 」

を 別途定める 。

・ 　「 ま ちづく り ガイ ド ラ イ ン 」 は、 ま ちづく り

のコ ン セプト を実現する ための必要最小限の

事項にと ど め、 進出企業等の自主的かつ積極

的な都市環境及び都市景観形成への取組を誘

導する 。

・ 　 建築物等に関する 誘導項目と し ては、 次の

項目を 設定する が、 各項目の詳細の誘導内容

については、別途「 ま ちづく り ガイ ド ラ イ ン 」

で定める 。

（ ア） 敷地利用

●敷地規模

●公共的空間の形成

●駐車場

●敷地境界

　 ・ 地盤高

　 ・ 垣・ 柵

（ イ ） 建築形態等

●用途

●高さ

●形態等

●安全対策

（ ウ） その他

●植栽

●屋外広告物

●ユニバーサルデザイ ンの推進

●地上系マイ ク ロ 波回線、 パラ ボラ アンテナ等
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中部臨空都市

水と 緑のネッ ト ワーク
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図表 ３ －３ 　 公園・ 緑地配置計画（ 空港島）

図表 ３ －４ 　 公園・ 緑地配置計画（ 空港対岸部）

水と 緑のネッ ト ワーク
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中部臨空都市

 図表 ３ －５ 　 水と 緑のネッ ト ワーク （ 空港島）

 図表 ３ －６ 　 水と 緑のネッ ト ワーク （ 空港対岸部）

水と 緑のネッ ト ワーク



（ １ ） 基本方針

・ 　 中部臨空都市は、 伊勢湾の自然環境に配慮

し て整備さ れる も のであり 、 自然環境と の共

生は非常に重要な課題である 。

・ 　 埋立造成工事においては、 自然石護岸や人

工海浜の整備等自然環境に配慮し た整備を 進

める と と も に、 埋立完了後においても 、 自然

環境、 特に海域環境に最大限の配慮を 払っ た

都市の整備運営を行う 。

 

（ ２ ） 周辺環境への配慮

ア　 大気汚染、 騒音等

・ 　 土地利用にあたっ ては、 既存市街地や港湾

機能と の間に緩衝緑地を 設ける よ う 配慮する 。

・ 　 自動車交通については、 広域幹線道路、 幹

線道路等で機能分担を明確にし 、 円滑な交通

を 確保する と と も に、 植樹帯等によ り 歩行者

空間と の仕分けを 明確にする 。

・ 　 ま た、 鉄道や海上交通等公共交通機関の活

用によ り 、 自動車交通量全体の抑制を 図る 。

・ 　 さ ら に、 域内交通手段と し て、 小型電気自

動車等を活用する など 、 環境に配慮し た交通

体系の確立をめざす。

イ 　 水質汚濁

・ 　 汚水については、 常滑浄化セン タ ーで、 高

度処理を行う 。

・ 　 沿岸部については、 清掃等、 人力によ る 環

境保全に努める 。

ウ　 廃棄物の減量等

・ 　 中部臨空都市で発生する 廃棄物については、

極力減量化する と と も に、 再利用、 リ サイ ク

ルに配慮する 。
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　 環境保全

基本方針・ 周辺環境への配慮



（ ３ ） ク リ ーンエネルギーの活用

ア　 プロト ンアイ ラ ンズ構想の推進

・ 　 中部臨空都市における 「 プロ ト ン アイ ラ ン

ズ構想」 は、 次世代を 担う ク リ ーン で高効率

なエネルギーシス テム と し て水素、 燃料電池

等に着目し 、 都市における 電気、 熱の供給を

自律分散的なシス テム と し て整備運営し よ う

と する 試みである 。

・ 　 こ の構想にのっ と り 、 各地区、 各施設の電

力、 熱や交通機関の動力等に、 積極的に燃料

電池を 活用し たシス テム の導入を 図る 。

イ 　 自然エネルギーの活用

・ 　 その他、 各地区、 各施設において、 太陽光

発電等、 自然エネルギーを積極的に活用し 、

環境負荷の低減に努める 。 
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中部臨空都市

ク リ ーンエネルギーの活用

図表 ４ －１ 　 プロト ンアイ ラ ン ズ構想の全体概要



基本方針

・ 　 中部臨空都市は埋立地である ため、 必要に

応じ て地盤改良を行い、 構造物は耐震構造と

する 。

・ 　 火災の発生、 延焼を 防ぐ ため、 各地区、 各

施設において、 不燃材料を用いた施設の整備

や、 消火設備、 警報設備、 避難設備等につい

て関係機関と 調整する 。

・ 　 埋立造成、 護岸整備に台風等災害対策を 講

じ る 。

 

・ 　 警察、 消防関連の施設を、 都市構造、 都市

機能集積を 踏ま えて、 適切に誘致する 。

・ 　 各地区、 各施設において、 進出企業がみず

から 災害に対応でき る よ う 自立的な取組につ

いて関係機関の協力を要請し ていく 。

・ 　 公園・ 緑地等については、 災害対応にも 十

分配慮し た整備を 行う 。
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　 防災

基本方針



（ １ ） 基本方針

・ 　 通常の供給処理施設及び交通輸送施設の内、

広域幹線道路、 鉄道はその本来的な事業者が、

事業者負担と 開発者負担で整備し 、 管理する 。

・ 　 区画道路は企業庁が整備し 、 常滑市が管理

する 。

・ 　 その他の施設は、 その本来的な事業者又は

企業庁が整備し 、 管理については、 その事業

者又は適切な将来の管理者と 協議・ 決定する 。

 

（ ２ ） 供給処理施設

ア　 上水道

・ 　 常滑市が、 目標年次平成３７ 年度における 中

部臨空都市における １ 日当たり 最大給水量を

約７ ，２００ 立方メ ート ルと し 、 新た な 配水池の

整備や幹線配水管、 区域内配水管、 緊急連絡

管を設置し 、 供給する 。

・ 　 計画配水量

イ 　 下水道

・ 　 常滑市が、 目標年次平成２７ 年度における １

日当た り 施設計画汚水量を 約８ ，１００ 立方メ ー

ト ルと し 、 管渠、 中継ポンプ場など 、 関連設

備を設置し 、 管理する 。

・ 　 下水道計画概要 
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中部臨空都市　 基盤の整備及び管理・ 運営

平成３７年度目標年次

約７,２００ｍ３
中部臨空都市

一日最大給水量

約２,３００ｍ３空港島内　

訳 約４,９００ｍ３空港対岸部

平成２７年度目標年次

約８,１００ｍ３／日
中部臨空都市

計画汚水量

約２,３００ｍ３／日空港島内　

訳 約５,８００ｍ３／日空港対岸部

基本方針・ 供給処理施設



ウ　 ごみ処理

・ 　 中部臨空都市で発生し た家庭系一般廃棄物

は、「 ク リ ーンセンタ ー常武」 において焼却処

分を行う 。

・ 　 日常生活から 排出さ れた不燃ご み・ 破砕処

理困難な物は、 常滑市樽水の一般廃棄物最終

処分場において埋立処理を行う 。

・ 　 建設時の廃材や事業開始後に排出さ れる 事

業系一般廃棄物・ 産業廃棄物については、 排

出事業者が廃棄物の処理及び清掃に関する 法

律の規定に沿っ て適正な処理を行う 。

・ 　 ク リ ーンセンタ ー常武概要

・ 　 最終処分場

エ　 都市ガス

・ 　 東邦ガス（ 株）が、 中部臨空都市における 都

市ガス の時間当た り 使用量見通約２ ，３４０ 立方

メ ート ルに基づく 、 供給施設を設置し 、 供給

する 。

・ 　 ガス使用量見込

オ　 電力

・ 　 中部電力（ 株）が、中部臨空都市における電力

需要見通に基づく供給施設を設置し 、供給する。

カ 　 電線類地中化

・ 　「 新電線類地中化計画基本構想」の地中化決

定区域を踏ま え、 地中化にかかる 事業費負担

のあり 方にも 配慮し つつ、 幹線道路を 始めと

する 国際空港の玄関口と し て景観形成に配慮

すべき 地区を定め、 電線類地中化を推進する 。

キ　 水素イ ンフ ラ

・ 　 環境に配慮し た新たな社会シス テム の構築

と 対外的情報発信を 目指し 、 次世代エネ ル

ギーシス テム、 分散型エネルギーシス テム の

実証・ 導入を目的と し た「 プロ ト ンアイ ラ ン

ズ構想」によ る 具体的プロ ジェ ク ト と し て「 水

素流通プロ ジェ ク ト 」「 エコ ス テーショ ンプロ

ジェ ク ト 」（ 製造・ 流通）、「 分散型エネルギー

供給プロ ジェ ク ト 」（ マネジメ ント ）、「 次世代

自動車導入プロ ジェ ク ト 」（ 交通シス テム） な

ど に取り 組み、 必要に応じ て、 イ ンフ ラ 整備

を 推進する 。

・ 　 水素製造・ 貯蔵・ 流通関連、 エネルギー関

連など の民間事業者が有する シーズを 活用し

て、 各事業者が関係イ ン フ ラ を自ら 整備、 管

理・ 運営する こ と を 前提と する が、 事業者の

取組意欲やプロ ジェ ク ト の熟度、 プロ ジェ ク

ト の公益性など に応じ て、 公的支援の投入も

検討する 。
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知多郡武豊町字壱町田２７番地所在地

約２１,１００㎡敷地面積

１５０t／２４H（ ７５t／２４H×２ 基）処理能力

常滑市、 武豊町受入区域

常滑市樽水字奥平地内所在地

約２５,５００㎡事業面積

９５,５００ｍ３容量

常滑市受入区域

約２,３４０ｍ３／時中部臨空都市

約  ５４０ｍ３／時空港島

約１,８００ｍ３／時空港対岸部

供給処理施設
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中部臨空都市

図表 ６ －１ 　 基盤系統図（ 幹線）

供給処理施設



（ ３ ） 交通・ 輸送施設

ア　 広域幹線道路

・ 　 中部臨空都市へは、 ３ つの広域幹線道路が

アク セス する 。

・ 　 空港島については、 知多半島道路に接続す

る 知多横断道路と 、 空港対岸部と 空港島と を

結ぶ中部国際空港連絡道路を 整備し 、 名古屋

都心から 空港ま で約３０ ～４０ 分で結ぶ。

・ 　 空港対岸部については、 既存市街地と を 結

ぶ進入路と し て北条向山線を 整備する 。

 

イ 　 区画道路

・ 　 区画道路の位置・ 線形については、 進出企

業等の用地需要や土地利用意向を 踏ま えて柔

軟に決定する など 、 段階的に整備する 。
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供用開始管理者路線

平成１６年度（ 空港開港時）愛知県道路公社知多横断道路

平成１６年度（ 空港開港時）愛知県道路公社中部国際空港連絡道路

平成１６年度（ 空港開港時）常滑市北条向山線

 図表 ６ －２ 　 幹線道路整備予定図

・ 路線別整備、 供用開始時期

交通・ 輸送施設



ウ　 空港連絡鉄道

・ 　 空港島、 空港対岸部への円滑な鉄道アク セ

ス を確保する 。 中部国際空港連絡鉄道（ 株）が

名鉄常滑線常滑駅～空港駅（ 仮称）間を 整備し 、

名古屋鉄道（ 株）が運行する 。

・ 名古屋都心から３０ 分未満で運行する 。

・ 事業計画概要

エ　 空港駅デッ キ通路

・ 　 中部国際空港（ 株）は、 海上アク セス 利用者

の空港へのアク セス を 確保する ため、 デッ キ

通路を 整備する が、 こ れは空港島への進出企

業等の就業者や来街者のためのアク セス にも

なる ため、 同社に協力し て整備する 。

オ　 海上アク セスタ ーミ ナル

・ 　 三重県方面から の海上アク セス ルート の航

空旅客需要を 踏ま え、 海上アク セス 事業者が

行う 空港玄関口と し てのタ ーミ ナルの整備に

ついて協力する 。

カ 　 フ ェ リ ータ ーミ ナル

・ 　 鳥羽方面から の旅客需要を 踏ま え、 フ ェ

リ ー事業者が行う 空港対岸部玄関口と し ての

タ ーミ ナルの整備について協力する 。

 

キ　 前島駅

・ 　 単なる 乗降機能に留ま ら ず、 空港対岸部の

先導企業誘致地区である 商業、 ビ ジネス 地区

のゲート ウ ェ イ と し てふさ わし い駅の整備に

協力する 。
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中部臨空都市

交通・ 輸送施設

概　 　 　 　 要項　 目

３ 種鉄道事業者（ 建設主体）　 中部国際空港連絡鉄道（ 株）

２ 種鉄道事業者（ 運行主体）　 名古屋鉄道（ 株）
事業者

名鉄常滑線　 常滑駅～空港駅（ 仮称）　 建設キロ約４.３km整備区間
 

路 
線 ２ 駅　 前島駅（ 仮称）、 空港駅（ 仮称）駅数

平成１６年度（ 空港開港前）開業時期



ク 　 前島駅前

・ 　 歩行者ネッ ト ワ ーク の結節点と なる 「 キャ

ナル広場」 によ って前島駅と キャ ナルと を 有

機的につなぎ、 空港対岸部の大規模商業、 複

合ビ ジネス 地区のゲート ウ ェ イ にふさ わし い

駅前空間を 整備し 、 訪れる 歩行者に開放する 。
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図表 ６ －３ 　 駅前キャ ナル広場整備イ メ ージ

交通・ 輸送施設



（ ４ ） 環境創造施設

ア　 護岸

・ 　 海域環境への影響低減、 人と 自然と が触れ

合う 活動の場の創出に配慮し た護岸を整備す

る 。

・ 　 具体的には、 自然石を利用し た捨石式傾斜

堤護岸（ 一部は緩傾斜護岸） によ る 海域生物

の生息・ 生育場の創出、 曲線を取り 入れた護

岸形状によ る 既存砂浜の汀線変化の低減、 海

釣り を 楽し める 機能を 有する 護岸など を 整備

する 。
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中部臨空都市

図表 ６ －４ 　 捨石式傾斜堤護岸　 整備断面図

環境創造施設



イ 　 人工海浜

・ 　 空港島及び空港対岸部の埋立造成によ る 水

生生物、 陸生生物及び生態系への影響を低減

する と と も に、 西向き に開けた地形を 活かし

たいわゆる 「 サンセッ ト ビ ーチ」 と し て、 常

滑市民を始めと する 中部臨空都市の就業者や

来街者が、 美し い景観を 享受でき る よ う な

ビ ュ ーポイ ント を意識し た施設、 釣り や簡単

な運動など を楽し み、 憩いく つろ ぐ こ と がで

き る よ う な施設など 、 海、 空など 自然資源の

ポテン シャ ルの活用に力点を 置いた人工海浜

を 整備する 。
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図表 ６ －５ 　 人工海浜整備イ メ ージ

環境創造施設



ウ　 緑地（ 空港島）

・ 　 航空旅客、 送迎者、 見学者、 商用者等の空

港利用者や常滑市民が憩いく つろ げる 場と し

て「 多目的広場」「 親水広場」「 展望広場」 な

ど を備えたシンボル緑地、 空港島やその周辺

部で働く 就業者に良好な労働環境を 提供する

ための「 自然共生広場」「 芝生広場」 など を備

えた休息緑地、 島外から の良好な景観を 確保

する ための防風や塩害防止も 兼ねた修景緑地

を 整備する 。
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中部臨空都市

図表 ６ －６ 　 シン ボル緑地イ メ ージ

エ　 緑地（ 空港対岸部）

・ 　 空港対岸部来街者や常滑市民が憩いく つろ

げる 場と し て、 空港対岸部やその周辺部で働

く 従業者に良好な労働環境を 提供する ための

休息緑地、 空港島から の良好な景観を確保す

る ための防風や塩害防止も 兼ねた修景緑地を

整備する 。

 

オ　 キャ ナル

・ 　 空港対岸部のシンボル的な地区である 「 大

規模商業地区」 の空間の魅力を高める と と も

に景観を 構成し 、 前島駅前から 人工海浜や

フ ェ リ ータ ーミ ナルなど に連なる 歩行者ネッ

ト ワ ーク を形成する 軸線と し て、 キャ ナルの

整備を 推進する 。

・ 　 土地処分や企業等の進出状況など 都市の成

熟に応じ た段階的整備を 視野に入れる 。 具体

的には、 空港対岸部の玄関口と し て整備優先

度が高いと 思われる 駅前広場周辺を 優先的に

整備し 、 水路部分は順次整備する 。

環境創造施設



（ ５ ） 情報通信施設

ア　 高度な情報通信サービスの実現

・ 　 中部臨空都市は、 国際空港への近接性を 最

大限に活かし 、 次世代の産業技術やラ イ フ ス

タ イ ルをグロ ーバルに創造・ 発信し ていく 新

拠点と し ての役割を 担う 地域と なる こ と が期

待さ れている 。

・ 　 こ のため、 グロ ーバルに人と モノ そし て高

度な情報が交流する 都市と し て、 国際ビ ジネ

ス 活動を積極的に支援し 、 新たな価値を産み

出し ていく ために、 ブロ ード バン ド 時代、 モ

バイ ルネッ ト ワ ーク 社会の到来に呼応し た高

度な情報通信サービ ス が提供さ れる 体制の構

築に努める 。

イ 　 適切な役割分担

・ 　 情報通信技術は急速に進歩し 、 既存技術の

陳腐化も 速いと いう 特性を踏ま え、 進出企業

等のニーズの変化に機動的に対応し た多様で

かつ安価で高度な情報通信サービ ス が提供さ

れる よ う 、 通信事業者の活用を図り 、 官民の

適切な役割分担に努める 。

 

ウ　 安全性、 信頼性の確保

・ 　 情報通信ネッ ト ワ ーク が高度化し 、 企業活

動等においてネッ ト ワ ーク への依存が一層高

ま っている 中で、 情報通信基盤の安全性、 信

頼性の確保が重要になっ ている ため、 回線の

多重化や災害に強い基盤整備に努める 。

エ　 景観への配慮

・ 　 こ こ で働き 、 住み、 憩う 人々にと っ て快適

な都市空間を形成する ため、 景観に配慮すべ

き 地区では、 通信ケーブルの地中化を 推進す

る 。 ま た、 建物に設置さ れる アン テナ等の設

置方法についても 景観への配慮を 求める 。
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（ １ ） 基本方針

ア　 長期的視点にたっ た土地処分

・ 　 近年、 民間企業の土地に対する 意識は「 所

有から 利用へ」 と 重点が移っ てき ている 。

・ 　 一方、 わが国の大規模な都市づく り の先行

事例を 見る と 、 土地処分には数度の景気変動

を 経験し つつ軒並み長期間を 要し ている 。

・ 　 こ れら を 踏ま え、 中部臨空都市の土地処分

は、 良好なま ちなみの形成を 図り つつ、 長期

的な視点にたって進めていく 。

イ 　 公共による積極的牽引

・ 　 中部臨空都市は単なる ま ちづく り ではなく 、

高いレ ベルでの公共性およ び政策目標を 実現

する ための大規模なま ちづく り 事業である 。

・ 　 国内の大規模な都市づく り の事例では、 初

期に先導役と なる 施設を公共側で整備・ 誘致

し たり 、 公共施設を積極的に立地さ せたり し

たケース が少なく ない。 こ れら は、 事業の方

向性を 現実に示す効果がある 。

・ 　 民間企業の資金・ ノ ウ ハウ の活用を図って

いく こ と は当然である が、 こ う し た実例を踏

ま えて、 公共によ る 積極的な関与・ 牽引を図

る こ と が重要である 。

ウ　 多様な土地処分方式の導入

・ 　 従来、 埋立地の造成事業は、 竣功し た土地

を 売却する こ と によ って事業費を 回収し てき

たが、 前述のよ う な環境変化をふま える と 、

土地処分方式を売却のみと し ていては、 土地

処分が円滑に進ま ず採算性に影響する 恐れが

ある と と も に、 望ま し い都市機能集積や企業

立地を 誘導でき ない恐れがある 。

・ 　 ま た、 売却によ る 処分の場合、 取得する 企

業側の初期投資負担が大き く なる こ と から 、

特に事業初期のま ちと し て未成熟な段階では、

進出企業にと って大き なリ ス ク を 負う こ と に

なる 。

・ 　 一方、 ま ちづく り の観点から は、 事業初期

段階から 土地利用を促進し 、 ま ちと し ての姿

と 将来性を早期に具体化さ せる こ と が重要で

ある 。

・ 　 以上を 踏ま え、 中部臨空都市における 土地

処分方式と し ては、 売却（ 分譲） 方式及び定

期借地、 普通借地並びに一時使用と いっ た賃

貸方式と する 。
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 図表 ７ －１ 　 多様な土地処分方式

概要処分方式

・ 代金一括納付一括型分譲
分譲方式

・ 代金長期（ １０年以内） 分納分納型分譲

・ 事業用借地権（ １０～２０年）定期借地方式

賃貸方式
・ 事業期間が長く 、 堅牢な建築物を 建築する 事業

に限定

普通借地方式

・ 未処分用地の暫定利用一時使用目的借地

基本方針



エ　 事業初期は賃貸方式を重視

・ 　 事業の初期段階では、 ま ちづく り の将来方

向を先導する 土地の利用を促進する こ と を 優

先さ せる 。

・ 　 そのために、 現在の社会経済情勢を 鑑み、

進出企業等の初期投資負担を 低減でき る 賃貸

方式を 重視する 。

・ 　 ま た、 分譲方式によ り 処分を見込む土地に

おいても 、 暫定的な土地利用を積極的に促進

する 。

オ　 多様な企業等選定方式等を導入

・ 　 土地処分方式を実現さ せる にあたり 、 処分

の相手先（ 企業等） を選定する 手法等につい

ても 、 多様な方式を 適宜採用し 、 効果的にま

ちづく り を 誘導し ていく 。

 

カ 　 土地処分促進のための各種優遇施策

を導入

・ 　 事業初期における 企業進出を促進さ せる た

めに、 不動産取得税の軽減等各種の優遇施策

を 実施する 。 ま た、 常滑市始め関係機関に必

要な施策を 働き かける 。
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 図表 ７ －２ 　 事業段階に応じ た土地処分方式の重点

主なねら い重視する土地処分方式事業段階

・ 進出企業等の負担及びリ スク 低減に

よる土地利用の促進

・ 将来の処分予定地の活用による収益

確保

賃貸方式（ 一時使用含む。）

分納型分譲方式
初期

・ 埋立事業費の回収一括型分譲方式中～後期

基本方針



（ ２ ） 土地処分方式

ア　 土地処分方式の考え方

・ 　 土地処分は、 中部臨空都市における 土地利

用及びま ちづく り を推進する 手段のひと つで

ある 。

・ 　 し たがっ て、 土地処分にあたっ ては、 次の

基本的な考え方によ り 、 事業段階に応じ て重

視する 処分方式を 賃貸から 分譲へと 移し てい

く 。

（ ア） 事業初期段階では、 企業等のリ ス ク 、 初

期投資負担を 低減し 、 誘致ひいては土地

利用を 促進さ せる 。

（ イ ） 所有重視から 利用重視へと 移り つつある

企業等の志向に対応し た処分方式を 取り

入れる 。

（ ウ ） 未処分の土地も 暫定利用を図る 。

イ 　 分譲方式

・ 　 企業等の初期投資負担を軽減し 、 進出を促

すために、１０ 年以内の長期分納制度を導入す

る 。

・ 　 し たがっ て、 中部臨空都市において採用す

る 分譲方式は、 代金一括納付方式及び長期分

納方式の２ つと する 。 なお、 特に事業初期に

おいては、 長期分納方式の積極的な活用を推

進し ていく 。

ウ　 賃貸方式

・ 　 企業等の土地に対する 意識変化に対応し 、

土地利用を 促進する ために、 賃貸方式を 導入

する 。

 

（ ３ ） 企業等選定方式

ア　 事業提案公募方式

・ 　 区画ある いは街区を指定し た上で、 上物建

設・ 事業運営ま で含めた事業提案を 公募し 、

最も 優れた提案を 提示し た企業等を 選定する 。

イ 　 常時募集方式

・ 　 特に期間を 限定せず、 募集開始期日以降、

常に取得又は賃借希望企業等を募り 、 条件に

合致する 企業等が現れた時点で期間を定め、

募集を 終了する 。

ウ　 仲介委託方式

・ 　 進出希望企業等の紹介を、 あら かじ め委託

契約を し た不動産仲介業者に対し て求め、 企

業庁は、 紹介を受けた進出希望企業等から 、

適切な処分先を選定する 。

・ 　 不動産仲介業者に対し 、 契約が成立し た場

合に一定の手数料を支払う 。
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（ ４ ） 未処分地の活用方策

ア　 土地利用促進の種地

・ 　 中部臨空都市の未処分地は、 処分でき る 時

期ま で比較的低水準の価格条件で賃貸する 。

・ 　 未処分地については、 暫定的な土地利用を

積極的に図る 。

イ 　 活用方法

（ ア） 基本的な考え方

・ 　 未処分地の活用は、 あく ま で将来の本格的

な土地処分前の土地を、 暫定的に活用する も

ので あ る 。 し た がっ て、 活用の際の方式は

「 一時使用目的の借地権」 と する 。

　 ま た、 未処分地の活用が、 将来の土地利用を

制約する も のであっ てはなら ないので、 本格

的な土地利用の必要性が生じ たと き には、 速

やかに利用を終了でき る よ う にし ておく 。

　 し たがって、 活用する 用途、 期間等について、

ａ 　 契約期間は１ ～５ 年と し 、 契約更新の可否

は自由に決定でき る こ と

ｂ 　 契約終了にあたり 、 賃借人及び土地に係わ

る利用者に対し て何らの権利も発生し ないこと

ｃ 　 利用期間、 目的、 用途が明確である こ と

ｄ 　 上物の建築が不要、 もしくは取り 壊し の容易

な簡易な上物の建築のみを伴うものであること

ｅ 　 中部臨空都市のま ちづく り に対し て、 何ら

かの好影響（ 集客効果、 利便機能提供等） を

及ぼすこ と が期待でき る こ と

など の条件を満たすも のについて活用を認め

る 。

 

（ イ ） 利用メ ニュ ー

ａ 　 駐車場

・ 　 空港利用客などの駐車場施設として活用する。

・ 　 空港及び中部臨空都市立地施設の従業員、

利用客の利便施設と し ての需要を 見込む。

ｂ 　 イ ベント

・ 　 期間限定型のイ ベント 対応用地と し て活用

する 。

・ 　 屋外型のコ ン サート 、 簡易テン ト 形式の劇

場など に活用する 。

・ 　 ま た、２００５年に開催さ れる 愛知万博にあわ

せ、 万博テーマのも と にイ ベント を実施する

こ と が、 国際博覧会と 国際空港の隣接地と の

関連から みて、 考えら れる 。

ｃ 　 住宅展示場

・ 　 環境配慮型（ ソ ーラ ーハウ ス など ） など の

住宅展示場と し て活用する 。

ｄ 　 ス ポーツ

・ 　 屋外型のス ポーツ コ ート （ フ ッ ト サル、 バ

ス ケッ ト ボール、 ス ケート ボード その他） 用

地と し て活用する 。

ｅ 　 その他

・ 　 中部臨空都市において順次施設建設が進ん

でいく こ と から 、 着工済街区の建設期間中の

資材置場や現場工事事務所及び現場作業員の

厚生施設等の用地と し て活用する 。

・ 　 ま た、 未利用地における 広告塔、 広告板等

の設置に利用する 。

・ 　 その他、 活用方針の条件に合致する 土地利

用を積極的に行う 。

・ 　 なお、 未利用地のう ち、 こ れら のいずれの

用途にも 活用さ れない用地については、 管理

上、 不特定多数の者が出入り でき ないよ う に

する など 、 適切な対応を と る 。
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（ １ ） 基本方針

・ 　 中部臨空都市は、 国内有数規模の大規模な

ま ちづく り であり 、 多く の個別事業が相互に

関連し 、 さ ら に、 それら の事業の担い手も 多

く の主体に分かれる ため、 その推進にあたっ

ては進出企業等と 一体と なっ た取組みが求め

ら れる 。

・ 　 特に、 中部臨空都市は他の地域に優る 魅力

と 競争力を 具備する 必要がある ため、 個々の

主体がそれぞれの責任と 役割を果たし ながら

も 、 こ れら を 同じ 方向性のも と で展開・ 誘導

し ていく 仕組みを 整備し ていく 。

 

（ ２ ） まちづく り の推進体制

・ 　 個別の街区における 事業は、 各進出企業等

が行っ ていく も のである が、 調和と 方向性を

持ったま ちづく り を推進し ていく ためには、

個別の進出企業等、 地元自治体、 関連事業者

が横断的な連携を 持って、 適切な役割分担を

果たし ていく こ と が必要になる 。

・ 　 こ のため、 ま ちの熟成時期に応じ て、 ま ち

づく り に関連し た景観形成、 リ サイ ク ル、 広

報、 イ ベント など の活動を行う 「 ま ちづく り

協議会」 を、 民間地権者によ る 自主的な調整

機関と し て組織化する 。

・ 　 ま た、 こ の他に収益事業を 含めたま ちづく

り 事業を 展開する 「 ま ちづく り 事業主体」 の

設立を 視野に入れて、 推進体制の強化を 図る

も のと する 。

・ 　 なお、 ま ちづく り 事業と し ては、 道路・ 公

園緑地など 各種基盤の維持・ 管理業務、 未処

分地を 活用し た駐車場経営など の収益業務、

物販・ 飲食など の共益的なサービ ス 業務、 広

報活動・ イ ベント の展開など の地域プロ モー

ショ ン 業務、 中核的な施設の建設管理業務、

命名権・ 営業権・ 公認ラ イ センス など の地域

に関する イ メ ージコ ント ロ ール・ 権利管理業

務など が想定さ れる が、 事業主体の設立形態、

設立時期については、 長期的な視点に立ち、

ま ちづく り 事業の収益性と 経営の安定性を十

分に検討の上、 決定する 。
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